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Abstract：The aim of this paper is to investigate the features of business establishments located 
along the Japan National Route as applied research of regional aggregation analysis using small 
region data of various public statistics freely available from government portal site for GIS software.
　Analysis results revealed that by departing from the national road both the number of 
establishments and the number of employees are decreasing. In addition, the decreasing trend 
largely changes around 2000 m - 2200 m buﬀer, that is, there is an inﬂection point of decrease, the 





















































































































































































総数(A~SA~B農林 石業砂 D建設業 E製造業 ス・熱供 G情報通 H運輸業、 1卸売業、小 J金融業、
全産業） 漁業 利採取‘業 給•水道業 信業 郵便業売業 保険業
事業所数全国数値 6,043,300 33,911 2,921 583,616 536,773 8,897 77.996 148,559 1,555.486 91,982 
構成比 100 0 06 00 9 7 89 0 1 1 3 25 25 7 1 5 
バッファ 5000m 465436 900 32 53184 36915 586 5204 13177 113693 6254 
構成比 100 0 02 00 1 4 79 0 1 11 28 24 4 1 3 
従業者数全国 62860514 387662 30,710 4,320,444 9,827,416 302,327 1,724,978 3,611,602 12,696,990 1,588,681 
構成比 100 0 06 00 69 15 6 05 27 57 20 2 25 
バッファ 5000m 5560849 10456 225 398520 789782 25058 98943 411677 1086927 109046 
構成比 100 0 02 00 72 14 2 05 1 8 74 19 5 20 
k不動産 L学術研 M宿泊 N生活関究、専門・業、飲食 連サービ 0教育、 Q複合
Rサービス
P医療、福 業（他に分 S公務（他に業、物品賃 技術サーサービス ス業、娯 学習支援 祉 サービス 分類される類されな貸業 業 事業ビス業業 楽業 いもの） ものを除く）
事業所数全国数値 408,691 244,174 781,265 514,589 225,434 374,737 38,617 375,082 40,570 
構成比 68 40 12 9 85 37 62 06 62 07 
バッファ 5000m 35092 19412 57565 41595 19503 31547 1904 26924 2069 
構成比 75 42 12 4 89 42 68 04 58 04 
従業者数全国 1,551,345 1,897,680 5,736,967 2,750,705 3,086,902 6,386,056 406,970 4,684,389 1,868,690 
構成比 25 30 9 1 44 49 10 2 06 7 5 30 
バッファ 5000m 142800 165125 508362 262432 328956 597610 22117 441593 161220 


















































y = -1063.Gx + 3244 
R2 = 0.840 



























y = -1881.7x + 37771 












y = -415.Sx + 15556 
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y = -4A88.3x + 176-5_6_8 

































































事業所数 I全域 順位 1バッファ(A) 順位 1バッファ(B) 順位
総数(A~S全産業） 100 0% 100.0% 100.0% 
1卸売業、小売業 24 4% 1 25.0% 1 23.5% 1 
M宿泊業、飲食サービス業 12 4% 2 12.8% 2 11.7% 3 
D建設業 11 4% 3 10.8% 3 12.5% 2 
N生活関連サービス業、娯楽業 8.9% 4 8 9% 4 9.0% 4 
E製造業 7 9% 5 7.3% 6 8.9% 5 
k不動産業、物品賃貸業 7.5% 6 7 6% 5 7.5% 6 
P医療、福祉 6 8% 7 6.6% 7 7.0% 7 
Rサービス業（他に分類されないもの） 5.8% 8 5.9% 8 5.5% 8 
0教育、学習支援業 4 2% ， 4.0% 10 4.6% ， 
L学術研究、専門・技術サービス業 4 2% 10 4.4% ， 3.7% 10 
H運輸業、郵便業 2 8% 11 2 9% 11 2.7% 11 
J金融業、保険業 1 3% 12 1.5% 12 1.1 % 12 
G情報通信業 11% 13 1.2% 13 1.0% 13 
S公務（他に分類されるものを除く） 0.4% 14 0.4% 14 0.5% 14 
Q複合サービス事業 0 4% 15 04% 15 0.4% 15 
A~巳農林漁業 0 2% 16 0.2% 16 0.2% 16 
F電気・ガス・熱供給•水道業 01% 17 0.1% 17 0.1% 17 
c鉱業、採石業、砂利採取業 0 0% 18 0.0% 18 0.0% 18 
従業者． I全域 順位 1バッファ(A) 順位 1バッファ(B) 順位
総数(A~S全産業） 100 0% 100.0% 100.0% 
I卸売業、小売業 19 5% 1 19.6% 1 19.5% 1 
E製造業 14.2% 2 13.0% 2 16.3% 2 
P医療、福祉 10 7% 3 10.0% 3 12.2% 3 
M宿泊業、飲食サービス業 91% 4 9.4% 4 8.8% 4 
Rサービス業（他に分類されないもの） 7.9% 5 8 7% 5 6.6% 8 
H運輸業、郵便業 7.4% 6 7 8% 6 6.6% 7 
D建設業 7 2% 7 7.0% 7 7.4% 5 
0教育、学習支援業 5.9% 8 5.4% 8 6.9% 6 
N生活関連サービス業、娯楽業 4.7% ， 4 8% ， 4.6% ， 
L学術研究、専門・技術サービス業 3 0% 10 3.2% 11 2.6% 10 
S公務（他に分類されるものを除く） 2.9% 11 3.3% 10 2.2% 12 
k不動産業、物品賃貸業 2 6% 12 2.7% 12 2.3% 11 
J金融業、保険業 2 0% 13 2.2% 13 1.6% 13 
G情報通信業 1.8% 14 2.0% 14 1.5% 14 
F電気・ガス・熱供給・水道業 0 5% 15 0.5% 15 0.3% 16 
Q複合サービス事業 0 4% 16 04% 16 0.5% 15 
A~B典林漁業 0 2% 17 0.2% 17 0.2% 17 
c鉱業、採石業、砂利採取業 0 0% 18 0.0% 18 0.0% 18 
I事業所数割合
従業員規模 I全域 バッファ(A) バッファ(B)
1~4人 54 9% 53.9% 56 6% 
5~9人 20.5% 20.7% 20.3% 
10~19人 12.3% 12.4% 12.0% 
20~29人 5.0% 5.1% 4.9% 
30人以上 7.5% 7.7% 7.0% 
従業者数割合
従業員規模 I全域 バッファ(A) バッファ(B)
1~4人 10 2% 9.9% 10 9% 
5~9人 11.2% 11.1 % 11.5% 
10~19人 13 9% 13.8% 14 1% 
20~29人 100% 10.0% 10 1% 
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　第一は，バッファごとに多少の増減・上下はある
が，国道から離れることで事業所数・従業者数とも減
少傾向にあるという点である。また，その減少傾向は
2000m～2200mあたりで大きく変化，つまり減少の変
曲点が存在し，それ以前とそれ以降では傾向が明らか
に異なっている。このことから，国道沿線であるとい
う立地上のメリットが強く影響するのは国道からの距
離が2200mまでであり，それ以遠になると距離による
メリット・デメリットはあまり影響しないと考えてよ
いであろう。
　第二は，国道から2200m圏内，すなわちバッファ帯
（A）に特化する産業の存在である。バッファ帯（A）
に特化，すなわち距離によるメリットの恩恵を大きく
受ける業種は金融業，保険業，学術研究，専門・技術
サービス業などで，これら業種の事業所が，国道沿線
への事業所の集積傾向を大部分で担っている。しかし
一方で，バッファ帯（A）に特化しない産業，例えば
製造業，建設業などの存在が，2200m以遠の地域でも
多くの従業者の受け皿となっているといえる。
　以上の点を本稿の結論とするとともに，今後のさら
なる研究のための課題を以下に示す。
　第一には，国道が複数路線になってしまう地域では
バッファが２倍になり集計対象数が大きく跳ね上がる
可能性もある点である。神奈川県横浜市近辺，千葉県
千葉市近辺では，同一国道路線が２つもしくは複数に
分かれて存在している。これら地域を適切に修正する
必要があると思われる。
　第二は，1400m-1600mバッファ帯における急激な
増加傾向の問題である。1200-1400mバッファ帯と比
べて，新規追加地域・市町村のうち規模の大きなもの
は横浜市山下町（他の事業所数上位地域の３～４倍前
後の大きさ）だが，それだけでは十分に説明ができな
いと考える。この点は今後の大きな検討課題である。
　また，今回明らかにした2200mバッファ帯における
変曲点の要因の考察がなお不十分である。これら問題
を今後の検討課題とし，さらに研究を深めていきた
い。
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